
様式第５号（第５の６（１）⑤関係）

再生可能エネルギー等導入地方公共団体支援基金事業の状況（平成28年度末時点）

岩手県再生可能エネルギー設備導入等推進基金

岩手県

東日本大震災津波を契機とした電力需給の逼迫や災害時等における地域の迅速な復旧・復
興に資するため、岩手県内の市町村等が所有する防災拠点等施設に、再生可能エネルギー
等設備を導入する。

基　金　事　業　等　の
目　　　　　　　　　　　標

基　金　事　業　等　の
終　　 了　 　時　  　期

基　金　の　概　要

基　金　設　置　法　人

基　金　の　名　称

①導入した再生可能エネルギー等による発電量

②防災拠点等における再生可能エネルギー等の導入件数

事　　　業　　　の
採択(選定)体制

事　　　業　　　の
採択(選定)基準

事　業　採　択　（選　定）　の
方　法　（申請方法等・期限）

再生可能エネルギー設備導入等推進基金事業外部有識者評価委員会において、毎年度次年
度の計画や事業実施年度の進捗状況の確認を実施。なお、整備計画書及び補助金について
は、内部で審査のうえ、採択を行っている。

地域の防災拠点である施設への再生可能エネルギーを導入するものであり、施設規模や災
害時の使用電力量と比較して導入規模が妥当であることなど。

全体計画にある事業について、実施事業年度の前年度に事業計画の内容について審査のう
え内定。事業実施年度においては、施設毎に整備計画書を受付け、改めて個別の事業計画を
審査のうえ承認し、その後、事業完了に十分な期間をとって交付申請手続きを行い、事業採択
する。

t-CO2/年

平成33年3月31日

③二酸化炭素削減効果

　　■取崩型　　□回転型　　□保有型　　□運用型　　□その他（　　　　）

　　□貸付　　□債務保証　　□利子助成・補給　　■補助　　□補てん　　□出資　　■調査等
　　□その他（　　　　）

ｋWh/年

4,059

323

3,901,656

件

基金事業の終了予定時期：

事業採択（選定）の終了時期： 平成32年10月頃



基
金
の
額

（
単
位
・
円

）

収
入

支
出

平成27年度 平成28年度

国費（補助金等）

合計(b)

その他

執行額（直轄事業経費）

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

合計(a)

返納額

前年度末基金残高

その他収入

出資等

0

交付額（間接補助事業経費）

（うち国費相当額）

基金残高　　(a-b-c+d)

一般会計への繰越残高(d)

国庫納付額（ｃ）

0

216,826,678

7,900,001,770

8,802,080

0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

5,247,523 561,737 454,209 243,831 155,180 79,547

168,067,494 189,564,870 0 0 0

7,677,927,569 4,006,166,095 2,671,816,208 1,434,298,000 912,822,000 467,926,000

0 0 0 0 0 0

4,174,795,326 2,861,835,287 1,434,541,830 912,977,179 468,005,547

3,475,134,173 91,183,549 873,810,400 511,824,000 435,244,000 458,274,000

409,899,422 486,000 27,960,000 0 0 0

2,324,380 9,652,000 9,652,000 9,652,000 9,652,000

3,893,835,675 93,993,929 911,422,400 521,476,000 444,896,000 467,926,000

0 1,424,461,589 516,114,887 243,831 155,180 79,547

15,476,400 0 0 0

4,006,166,095 2,671,816,208 1,434,298,000 912,822,000 467,926,000

(454,209) (243,831) (155,180)

(0)

(4,006,166,095) (2,671,816,208) (1,434,298,000) (912,822,000) (467,926,000) ()

(79,547)

※本表の支出欄は、支出決定（命令）済額を記載すること。（支出負担行為済額ではない。）
※出納整理期間内における該当年度の債権に係る支出決定（命令）済額については、該当年度に記載すること。
※毎年度の状況報告後の公表の際は、経過年度は実績、予定年度は見込みで額を記載すること。
※表題の（○○○時点）には、状況報告後は「平成○年度末時点」と記載すること。

運用収入
（うち国費見合額）

(5,247,523) (561,737)


